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はじめに

犯罪に巻き込まれることは、大変つらく
悲しいことです。
事件があったことそのものが信じられな

かったり、何をどうしたらよいのかわから
なくなったり、経済的な問題に直面してと
まどったりしても不思議ではありません。
しかし、こうした問題にたったひとりで立
ち向かわなければならないというわけでは
ありません。

このパンフレットは、被害にあわれた方に

◎ 捜査や裁判は、どのように進み、
犯人はどのような手続きで処罰され
るのか。
また、そこでは、被害にあわれた

方に対して何が求められるのか。
◎ 被害にあわれた方が利用できる制
度には、どのようなものがあるのか。

といったことについてお知らせするもので
す。

つらい思いをされているみなさんの手助
けになれば幸いです。
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刑事手続きのあらまし

法律にそむいて罪を犯す行為を犯罪といいます。犯人を明ら
かにし、犯罪事実を確定し、科すべき刑罰を定める一連の手続
を刑事手続きといいます。これは、大きく分けて次の三つの段
階で進みます。

犯人を捜して捕まえたり証拠を集めたりする活動を「捜査」
といいます。
○ 警察が証拠に基づいて犯人であると認める者を「被疑者」

捜 といい、警察が被疑者を逮捕しますと、逮捕してから４８
時間以内に、その身柄を捜査した内容をまとめた書類と一

査 緒に検察官に送らなければなりません（これを「送致」と
そ う ち

いいます。）。
○ 検察官は、引き続き身柄を拘束する必要があると認める
場合には、裁判官に対して「勾 留」の請求をし、その請

こうりゅう

求が認められると、被疑者は最長で２０日間その身柄を拘
束されることとなります。
勾留されている間にも、警察は、様々な捜査活動を行い

ます。
※ 被疑者に逃走するおそれがない場合などには、被疑者
を逮捕しないまま取り調べ、証拠を揃えた後、捜査結果
を検察官に送ることとなります（これを任意事件といい
ます。）。

検察官は、勾留している内に、被疑者が本当に犯人かどうか
を確かめて、刑罰を科すため裁判にかけるかどうかを決めます。
裁判にかけることを「起訴」といい、裁判にかけない場合を

き そ

起 「不起訴」といいます。検察官だけが犯人を起訴できるのです。
ふ き そ

○ 起訴には、公開の法廷での裁判を請求する「公判請求」と、
こうはんせいきゅう

訴 書面審理で罰金や科料を命ずる裁判を簡易裁判所に対して
請求する「略式命令請求」とがあります。

りゃくしきめいれいせいきゅう

※ 任意事件の場合は、検察官は、事件について必要な捜
査を行った後で、被疑者を裁判にかけるかどうかの決定
をします。

起訴された被疑者は「被告人」と呼び名が変わります。決め
ひこくにん

られた日に決められた裁判所の法廷で審理が行われ、判決が下
されます。
この判決までの法廷での審理を「公判」といいます。

こうはん

公 ○ 公判は誰でも見ることができ、被害者の方も公判を傍聴
することができます。傍聴を希望される方は、事件を担当

判 する裁判所に、公判が開かれる日などについて問い合わせ
てください。

○ 判決について検察官や被告人等がその内容に不服がある
場合には、更に上級の裁判所（高等裁判所等）に訴えるこ
ととなります。

○ その間、被告人が逃亡するおそれがあるなどの場合には、
裁判所は被告人を勾留することとなります。
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以上が刑事手続きの概要ですが、犯人が少年（２０歳未満）

の場合には、手続きに以下のような違いがあります。

○ 犯人が１４歳以上２０歳未満の少年である場合
（１８歳以上の少年を「特定少年」という。）
ア 捜査等

警察では、刑事手続と同様に捜査を行います。

法定刑が懲役・禁錮等の比較的重い犯罪を犯した場合は、検

察庁に事件を送ります。送致を受けた検察官は、必要な捜査を

した後、少年をどのような処分にするのがよいかの意見を付け

て、事件を家庭裁判所に送ります。

法定刑が罰金以下の事件の場合は、警察から直接、家庭裁判

所に事件を送ります（特定少年を除く。）。

イ 審判
家庭裁判所では、送られてきた事件について審判（刑事手続

でいう裁判）を開始するかどうかを決定しますが、少年が十分

改心しており審判の必要がないと判断した場合は、審判手続を

開始せず、その時点で終了します（これを「審 判不開始」と
しんぱんふかいし

いいます。）。

少年に対する処遇を決めるために裁判官が直接審理すること

が必要であると認められる場合は、審理手続を開始します。

審判では、保護処分（少年院送致や保護観察等）の決定を行

うほか、保護処分の必要がないと認められた場合には不処分の

決定を行います。

なお、少年が凶悪な犯罪を犯した場合等、成人と同様の刑事

処分にするべきであると認められる場合は、事件を検察庁へ送

り返します。この場合、少年は原則として通常の刑事事件と同

様に、検察官が起訴し、裁判所の法廷で審理が行われ、判決が

下されます。

○ 犯人が１４歳未満の少年である場合
ア 調査等

１４歳未満の少年については、法律上罰することができない

ことから、警察において調査を行います。調査の手続では、少

年に対し逮捕等の身柄拘束はできませんが、押収・捜索等の強

制処分ができます。警察は、調査の結果、当該事件を児童相談

所に通告することができるほか、少年について家庭裁判所の審

判に付すべきと思料するときは、児童相談所長に送致します。

イ 児童相談所における措置
送致又は通告を受けた児童相談所では、少年に対し児童自立

支援施設への入所等の措置をとり、事件を終了させるほか、家

庭裁判所での審判が必要であると判断した場合は、事件を家庭

裁判所に送ります。児童相談所長は、警察から送致を受けた事

件については、原則として、家庭裁判所に送らなければならな

いこととされています。家庭裁判所に送られた少年は、１４歳

以上の少年と同様に、審判を開始するかどうかの決定を受けま

す。
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被害にあわれた方やご遺族の方へのお願い

被害にあわれた方やご遺族の方には、刑事手続き上必要な様々
なお願いをし、そのことでご負担をおかけすることになります。
早く忘れたい事件を蒸し返すようでつらいと思われることもある
かもしれませんが、犯人を逮捕し、厳しく処罰する上で非常に重
要なことばかりです。あなたのため、そして同じような被害にあ
う人をなくすためにも、是非ともご協力をお願いします。

具体的には次のようなことがあります。

１ 事情聴取
警察に被害を届け出ると、担当の捜査員が、被害の状況や犯人

の人相や様子などについて詳しくお尋ねします。被害にあった時
の服などを見せて欲しいとお願いすることもあります。それは、
事実を明らかにしたり、犯人を特定するために欠くことのできな
い重要なもので、捜査上の必要があってお尋ねするのです。詳し
いことが分かれば分かるほど、捜査もスムーズになり、犯人を早
期に検挙することができるようになります。
また、警察に事情を話したことで犯人から仕返しをされるので

はないかという不安を持たれるかもしれません。しかし、警察は
みなさんの保護に万全を尽くします。
もし、犯人が脅してきた場合には、すぐに警察に通報してくだ

さい。警察は迅速に対処します。
被害にあわれた女性の方で、女性警察官による事情聴取を希望

される場合は、あらかじめ担当捜査員にご相談ください。
※ なお、警察官による事情聴取のほかに、
○ 検察官から事情を聴かれることもあります。どうして同
じことを繰り返し聴かれるのだろうと思われるかもしれま
せんが、検察官が起訴、不起訴の判断をするために重要な
ことですからご理解ください。

○ 後日、公判が始まると、裁判所で証言していただく場合
もあります。

２ 証拠品の提出
事件の時に被害にあわれた方が着ていた服や持っていた物など

を証拠品として提出していただくことがあります。これらは「物
ぶっ

的証拠」といって、公判において非常に有力な証拠となります
てきしょう こ

ので、ご協力をお願いします。
証拠品として提出していただいた物は、保管する必要がなくな

ればお返しいたします（これを「還付」といいます。）。保管す
か ん ぷ

る必要があっても、所有者の方から返して欲しいという請求があ
った場合には一時的にお返しすることもあります（これを「仮還

かりかん

付」といいます。）。返してもらう必要が無いということで、提
ぷ

出時に所有権放棄の手続きをされた場合は、他人の目に触れない
ように処分いたします。

※ 犯罪により被害にあわれた方や、その家族・遺族の方を、こ
のパンフレットでは「被害者等」と記載します。
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３ 実況見分（検証）への立会
じっきょうけんぶん けんしょう

実況見分（検証）に立ち会っていただくこともあります。
実況見分（検証）というのは、警察官が犯罪の現場等において

被害者の方から説明を聴いてその状況を確認することをいいます
（特に裁判所の令状に基づいて行うことを「検 証」といいます。）。

けんしょう

実況見分（検証）にはある程度の時間がかかりますが、現場の
状況や被害の事実を明らかにするために行うものですので、ご協
力をお願いします。

４ 公判への出廷
被疑者が起訴されると、裁判所で公判（裁判）が始まります。

公判（裁判）では、場合によっては被害者等の方に証人として出
廷していただくことがあります（これを「証人尋問」といいます。）。

しょうにんじんもん

参考図 刑事手続きの流れ

犯罪の発生 警察への届け出
発覚

捜査の開始 事情聴取
被害届・調書の作成
証拠品の提出
実況見分（検証）の立会

犯人の特定

逮 捕 任 意 取 調
＜ 釈 放 ＞
被疑者の確認等
事情聴取・調書の作成 書 類 送 致
実況見分（検証）の立会
証拠品の確認

身柄付送致
＜ 釈 放 ＞
検察官の事情聴取・調書

勾 留 作成

起 訴 不 起 訴

公判請求 略式命令請求

公 判 証 人 出 廷

判 決 略 式 命 令
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被害者等の方が利用できる制度

１ 支援要員制度

(1) 被害者支援要員制度
警察のこの制度は、殺人、不同意性交等、傷害等の身体犯、

ひき逃げ事件、交通死亡事故事件（ひき逃げ事件を除く）等
の被害者等の方に事件を担当している捜査員以外の警察官が
付き添って支援をさせていただく制度です。
被害者支援要員に指定された警察官が、警察とみなさんの

パイプ役となって
○ 実況見分などの捜査活動時の付添い
○ 今後の不安や身の回りの心配事についての相談
○ ご希望によりご家族等への連絡

などの支援をさせていただきます。

(2) 検察庁被害者支援員制度
被害者等の方々の負担や不安をできるだけ和らげるため、

被害者の支援に携わる「被害者支援員」が全国の検察庁に配
置されています。
被害者支援員は、被害者等の方々からの様々な相談への対

応、法廷への案内・付添い、事件記録の閲覧、証拠品の返還
などの各種手続きの手助けをするほか、被害者等の方の状況
に応じて精神面、生活面、経済面等の支援を行っている関係
機関や団体等を紹介するなどの支援活動を行います。

２ 刑事手続、捜査状況の情報に関する制度等

(1) 被害者連絡制度
被害者等の方は、その後事件の捜査はどうなっているのか、

犯人は捕まったのか、犯人の処分はどうなったのかなどにつ
いて、大きな関心をお持ちのことと思います。
警察では、殺人、強盗、不同意性交等、誘拐事件などにつ

いて、事件を担当している捜査員等が、被害者等の方に対し
て情報を提供しております。
情報としてお知らせすることは、
○ 刑事手続や犯罪被害にあわれた方のための制度
○ 捜査の状況（捜査に支障のない範囲内）
○ 被疑者の検挙
○ 被疑者の氏名、年齢等
○ 被疑者の処分状況（送致先検察庁、起訴・不起訴の処
分結果、起訴された裁判所）

なお、被害者等の方の中には、事件のことを思い出したく
ないので、知らせて欲しくないという方もおられると思いま
すが、その場合には、捜査員にその旨をお話しください。
以上が被害者連絡制度の概要であり、犯人が少年の場合に

は、おおむね上記に準じてお知らせしますが、内容などに若

干の違いがあります。
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(2) 被害者特定事項の秘匿

被害者等の方から、警察官は住所、氏名、年齢、生年月日、

連絡先、職業、勤務先、家族構成等を聴取することがあります。

捜査上必要なことですのでお聞きするのですが、個人情報

を犯人などの相手方へ知られたくない方は遠慮無く警察官に

申し出てください。

しかし、必要があって、公判においてあなたの氏名や年齢

が明かされる場合があります。

必ずしも全ての事項について、相手方に知られないように

することができるものではありませんので、ご理解ください。

(3) 被害者等通知制度

検察庁では、被害者等の方に対し、その方々の希望に応じ、

できる限り事件の処分結果、刑事裁判の結果等について通知

する制度があります。通知を受けることができる事項は

ア 事件の処分結果（公判請求、略式起訴、不起訴、家庭

裁判所送致等）

イ 裁判を行う裁判所及び裁判が行われる日

ウ 裁判の結果（裁判の主文と上訴・確定の有無）

エ 犯人の身柄の状況、起訴事実、不起訴理由の概要等ア

からウに準ずる事項

オ 刑の執行終了予定時期（刑執行終了の予定年月）

カ 刑務所等における処遇状況に関する事項（刑務所等の

名称・所在地、懲役刑の作業名・改善指導事項等）

キ 仮釈放、または刑の執行終了による釈放に関する事項

（釈放された刑務所等の名称・所在地、釈放年月日、釈

放事由等）

等があります。

詳しいことは、名古屋地方検察庁にお問い合わせ下さい。

この他にも、少年院、地方更生保護委員会又は保護観察所

から被害者等の方に対し、希望に応じて、保護処分を受けた

加害者の少年審判後の通知を行っています。通知を受けるこ

とができる事項は、

○ 収容されている少年院に関する事項（入院年月日、収

容されている少年院の名称・所在地）

○ 在院中の教育状況等（教育予定期間、処遇の段階、個

人別教育目標、仮退院の申出年月日等）
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○ 出院に関する事項（出院後に出院年月日、出院事由等

の通知が行われます。）

○ 仮退院審理に関する事項（仮退院審理の開始年月日、

仮退院審理の結果等）

○ 保護観察中の処遇状況等に関する事項（保護観察の開

始・終了年月日、特別遵守事項）

等があります。

詳しいことは、加害者が少年院送致処分を受けた場合は、

お近くの少年鑑別所、保護観察処分を受けた場合は、お住ま

いの都道府県にある保護観察所にお問い合わせ下さい。

なお、被害者等の方々が再び被害にあうことのないように
転居その他犯人との接触を避ける措置をとる必要がある場合
で、被害者等からの申し出があり、かつ検察官が通知を行っ
た方がよいと認めたときには、受刑者等の釈放直前における
釈放予定時期や釈放された後の犯人の住所地について通知が
なされることがあります。
詳しいことは、名古屋地方検察庁にお問い合わせください。

(4) 心神喪失等の状態の者から被害を受けた方の審判の傍聴
及び結果通知
心神喪失等の状態で一定の重大な他害行為（殺人、放火

等）を行った者が、心神喪失等であると認められて不起訴処
分あるいは無罪となった場合等には、明らかに必要がない場
合を除き、検察官は医療の要否及び内容を決定する審判を求
めて、裁判所に申立てをすることになります。
裁判所は、この申立てを受けて審判を行い、その者を入院

させるのか、それとも通院させるのかなどの決定をします。
被害者等の方は、裁判所に申し出をすることによって、審

判を傍聴することができ、また、審判の結果等について裁判
所からの通知を受けることができます。
詳しくは、事件を担当する検察官や裁判所にお問い合わせ

ください。

(5) 検察審査会への審査申立て
検察官は、事件の捜査を行った上で被疑者を処罰する必要

があると判断したときに起訴しますが、いろいろな事情から
起訴しない処分（不起訴処分）をする場合があります。
検察審査会は検察官がした不起訴処分の当否を審査する機

関で、全国１６５か所、地方裁判所と主な地方裁判所支部の
中に設置されております。
検察審査会は、被害者等の方や犯罪を告訴・告発した人か

ら、検察官の不起訴処分を不服として申立てがあったときに
審査を始めます。また、被害者等からの申立てがなくても、
新聞記事等をきっかけに自ら審査を始めることもあります。
検察審査会への審査の申立てや相談について、一切費用は

かかりません。
詳しくは、最寄りの検察審査会事務局までお問い合わせく

ださい。
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３ 裁判で利用できる制度
証人として公判で証言していただくに際しては、被害者等

の方に配意して、次のことが認められています。
(1) 被害者等に対するプライバシーの保護等

○ 裁判所が認める適当な人に付き添ってもらうこと。
○ 被害者等の方が、被告人や傍聴人から見えないように、
間に遮蔽物を設置してもらうこと。

○ 別室から、ビデオモニターを通じて証言すること。
〇 刑事裁判の手続きにおいて、性犯罪等の被害者の氏名
が、公開の法廷で明らかにならないよう、裁判所に申し
出ることができます。裁判所の決定があれば、起訴状の
朗読等の訴訟手続きは、被害者の氏名等を明らかにしな
い方法で行われます。

この他に、次のような制度があります。
○ 民事の損害賠償請求のため等、正当な理由があると認
められる場合には、事件記録の閲覧、コピーができます
（少年事件でも可）。

○ 犯罪被害に関する心情や意見を述べることができます
（少年事件でも可）。

○ 被害者等の方の申し出があれば、公判を優先して傍聴
することができるように、できる限りの配慮がされます
（少年事件では、審判結果等の通知を受けることができ
ます。）。

○ 被告人との間で示談した場合に、別に民事訴訟を起こ
さなくてもいいように、その示談内容を刑事裁判の調書
に記載してもらうことができます。

○ 冒頭陳述の要旨を記載した書面を受け取ることができます。

(2) 被害者参加制度
殺人、傷害、交通事故等の犯罪により人を死傷させた事件

の被害者等の方は、裁判所の許可を得て、「被害者参加人」
という訴訟手続上の地位を得た上で、刑事裁判に参加するこ
とができます。具体的には、公判期日に出席し、一定の要件
の下で証人や被告人に対して質問をしたり、事実又は法律の
適用についての意見を述べたりすることができます。

(3) 被害者国選弁護制度
「被害者参加人」となった被害者等は、公判期日への出席

や被告人質問等を弁護士に委託することもできますが、本人
の資力から療養費等を差し引いた金額が、基準額に満たない
場合は、裁判所に対して弁護士の援助を受けられるようにす
るため、弁護士(国選被害者参加弁護士）の選定を請求する
ことができます。
この弁護士の報酬、及び費用は、国が負担することになります。

(4) 損害賠償命令制度
殺人、傷害、性犯罪等事件の被害者等の方は、刑事事件を

担当する裁判所に対し、刑事事件で起訴された犯罪事実につ
いて、不法行為による損害賠償を、被告人に求める申し立て
をすることができます。
詳しくは、担当の検察官、事件を担当する検察庁や裁判所

にお問い合わせください。
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(5) 少年事件の場合
○ 被害者等の方は、審判開始の決定があった後、原則と
して裁判所にある事件記録の閲覧、コピーができます。

○ 裁判所や家庭裁判所調査官に対して、犯罪被害に関す
る心情や意見を述べることができます。

○ 殺人、傷害等事件の被害者等の方は、少年審判の傍聴
が認められる場合があります。

○ 家庭裁判所から、審判期日における審判の状況につい
て説明を受けることができます。

○ 家庭裁判所から、少年審判の結果等の通知を受けるこ
とができます。

詳しくは、家庭裁判所にお問い合わせ下さい。

４ 更生保護について利用できる主な制度

(1) 意見等聴取制度
加害者が刑務所等や少年院に収容された場合、申出をした

被害者等は、加害者の仮釈放や少年院からの仮退院を許すか
否かを判断するために、地方更生保護委員会が行う審理にお
いて、仮釈放・仮退院に関する意見や被害に関する心情を述
べることができます。聴取した意見等は、地方更生保護委員
会において、仮釈放・仮退院の判断に当たって考慮されるほ
か、仮釈放・仮退院を許す場合の特別遵守事項の設定等にも
考慮されます。

(2) 心情等伝達制度
加害者が保護観察となった場合、被害者等の申出に応じ、

保護観察所が、被害に関する心情、被害を受けられた方の置
かれている状況、保護観察中の加害者の生活や行動に対する
意見を聴取し、さらに御希望がある場合には、これを加害者
に伝えます。加害者には、被害の実情等を直視させ、反省や
悔悟の情を深めさせるよう指導監督を行います。
詳しくは、最寄りの保護観察所へお問い合わせ下さい。

(3) 医療観察法における情報提供制度
心神喪失者等の状態で事件を起こした加害者に医療観察法

が適用された場合に、保護観察所に申し出ることにより、次
のような情報提供を受けることができます。
① 加害者の氏名
② 加害者の処遇段階（入院処遇、地域社会における処遇、
処遇終了）とその開始または終了年月日

③ 加害者を担当している（担当していた）保護観察所の
名称、所在地及び連絡先

④ 地域社会における処遇期間中の保護観察所による加害
者との接触状況など
詳しくは、最寄りの保護観察所にお問い合わせ下さい。

５ 安全の確保に関する制度

(1) 再被害の防止・保護対策
警察では、被害者等の方が、再び加害者から生命、身体に

被害を受けるおそれがある場合に、被害を防止するための各
種指導や必要に応じた警戒措置を行い、要望があった場合又
は被害を防止するために必要な場合は、加害者の釈放などに
関する情報などを提供して安全の確保に努めます。
また、加害者が、暴力団員、暴力団関係者、総会屋などで、

これら暴力団などから仕返しを受けるおそれがある場合には、



- 10 -

暴力団などからの保護に必要な措置を行い、安全の確保に努
めます。
もし、加害者や暴力団などから、生命・身体に危害を加え

られるような脅しを受けた場合には、すぐに警察に通報して
ください。

(2) ＤＶ（配偶者からの暴力）、児童虐待等の被害者の保護
警察では、ＤＶ事案や、児童虐待、ストーカー事案等の被

害にあわれた方が、加害者から離れて保護される必要がある
場合には、安全の確保について女性相談支援センターや児童
相談所と連携の上対応しています。

(3) 配偶者暴力相談支援センターの被害者支援
愛知県女性相談支援センターは配偶者暴力相談支援センタ

ーの機能を果たしています。
配偶者暴力相談支援センターとして、次のような被害者支

援を行います。
○ 相談や相談機関の紹介
○ カウンセリング
○ 被害者及びその同伴家族の一時保護
○ 情報提供

(4) プライバシー侵害等に対する人権救済制度
被害者等の方が、いわれのない噂や中傷によって傷つけら

れたり、プライバシーを侵害されるなどの被害を受けた場合、
法務省の人権擁護機関は、相談を受けたり、相手方に人権侵
害を止めるよう勧告するなどの救済のための措置を講じています。

６ 経済的支援や各種支援・福祉制度

(1) 犯罪被害給付制度
故意の犯罪行為によって、ご家族の方を亡くされたご遺族、

重傷病を負った被害者や後遺障害が残った被害者の方に対し
て、何らの公的救済（労働者災害補償保険法や自動車損害賠
償保障法など）や加害者側から損害賠償を十分に受けること
ができなかった場合等において、国が給付金を支給する制度です。
給付金は一時金として支給されるもので、その種類は次の

とおりです。
○ 遺族給付金

遺族（①配偶者、②子、③父母、④孫、⑤祖父母、⑥
兄弟姉妹の順で第一順位の方）に支給

○ 重傷病給付金
加療１月以上、かつ、３日以上の入院を要する重傷病

（負傷又は疾病）か又は加療１月以上、かつ、３日以上
労務に服することができないＰＴＳＤ等の精神疾患を負
った方に支給

○ 障害給付金
障害（障害等級第１～１４級）の残った被害者の方本

人に支給
ただし、原因となった犯罪行為等が行われたときに日本国

籍を有しない方で、かつ、日本国内に住所を有しない方は受
給できません。
また、親族間犯罪や被害者の方に不適切な行為がある場合

には、給付金の全部または一部が支給されないこともあります。
申請は、申請者の住所地を管轄する都道府県公安委員会に

行いますが、手続きは警察署又は警察本部に、申請書と次の
ような必要書類を提出して行います。
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【遺族給付金】
① 亡くなられた方の死亡の年月日等を証明できる書類
（死体検案書等）

② 亡くなられた方との続柄を明らかにできる戸籍謄本
（附票付き、除籍簿等）

③ 亡くなられた方の収入で生計を維持していた事実を
証明できる書類

④ 亡くなられた方の収入日額を証明できる書類（給与
証明書、給与所得の源泉徴収票等）

⑤ 死亡する前に治療を行っている場合は、被害者負担
額を証明できる書類（医療費が高額の場合は払戻しの
手続きを済ませてください。）

⑥ 申請者が愛知県内に住所があることを証明できる書
類（住民票の写し等）

⑦ 休業日数を証明できる書類など
【重傷病給付金】
① 犯罪被害によって重傷病を負ったことを証明できる
診断書等

② 被保険者証の写し
③ 被害者負担額（負傷又は疾病から３年間における保
険診療による医療費の自己負担分）を証明できる書類
（医療費が高額の場合は払戻しの手続きを済ませてく
ださい。）

④ 申請者が愛知県内に住所があることを証明できる書
類（住民票の写し等）

⑤ 休業日数を証明できる書類
⑥ 収入金額を証明できる書類（給与証明、給与所得の
源泉徴収票等）

【障害給付金】
① 身体上の障害の部位及び状態に関する医師等の診断
書（犯罪被害による負傷であることと負傷や疾病の症
状固定日、障害等級第○級第○号など障害の内容がわ
かるように記載されている診断書）

② 収入日額を証明できる書類（遺族給付金の場合に同じ。）
③ 申請者が愛知県内に住所があることを証明できる書
類（住民票の写し等）など

なお、当該犯罪被害の発生を知った日から２年を経過した
とき、又は当該犯罪被害が発生した日から７年を経過した場
合には申請ができません。ただし、加害者により身体の自由
を不当に拘束されていたこと等のやむを得ない理由により、
この期間内に申請ができなかったときは、その理由のやんだ
日から６月以内に申請することができます。
詳しくは、最寄りの警察署又は警察本部にお問い合わせく

ださい。

(2) 被害回復給付金支給制度
組織的に行われた詐欺罪や高金利受領罪（出資法違反）と

いった財産犯の犯罪行為などの被害を警察などに届け出をし
た方は、その事件の刑事裁判で犯人が得た財産（犯罪被害財
産）をはく奪（没収・追徴）する判決が出た場合は、被害回
復給付金の支給を申請することができます。
詳しいことは、名古屋地方検察庁にお問い合わせください。
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(3) 被害者等の負担軽減措置
警察では、犯罪により傷害を負った被害者等の方々の医療

費などの負担を軽減するため、性犯罪被害者の診断・検査料
や緊急避妊費用、遺体搬送費などを公費で負担する制度など
を設けて、被害者等の方の費用負担の軽減を図っています。

(4) 民事上の損害賠償請求制度
犯罪は、民法上の不法行為（民法第７０９条以下）に該当

しますので、被害にあわれた方、ご遺族の方は、加害者など
に対して財産的損害、精神的損害の賠償請求をすることがで
きます。
不法行為による損害賠償請求は、民事訴訟法等に基づく民

事手続きに従って行われるもので、損害賠償命令制度に該当
した場合を除き、刑事手続きとは別に被害者等の方々が申立
などを行う必要があります。
請求手続き等の法律相談などについては、各相談窓口を参

考にしてください。
なお、損害賠償命令制度については、本冊子の８ページを

参照として下さい。

(5) 税法上の救済制度
犯罪により、負傷して医療費を支払ったり、身体に障害が

残った方、あるいは、配偶者と死別した方などには、「所得
控除（医療費控除、障害者控除、寡婦（夫）控除）」が認め
られる場合があります。

(6) 公営住宅への優先入居
犯罪行為により従前の住居に住めなくなった一定の収入以

下の方（ＤＶ被害者以外の単身者は除きます。）について、
地方公共団体によっては公営住宅（都道府県・市町村営住
宅）に優先的に入居できるところがあります。
また、緊急に公営住宅へ入居する必要がある方や単身者に

ついても対応できる地方公共団体がありますので、詳しくは、
都道府県又は市町村の公営住宅管理担当窓口までお問い合わ
せください。

(7) 福祉制度
犯罪によって父親が死亡して「母子家庭」となった方に対

して、児童扶養手当や母子福祉資金の貸付けなどの各種福祉
制度が準備されています。
また、収入がなくなったり、少なくなったりしたため生活

にお困りの方に対しては、困窮の程度に応じて、必要な保護
を受けることができる生活保護制度が準備されています。
詳しくは、福祉事務所又は市町村にお問い合わせください。

(8) 労働問題に関する相談制度（個別労働紛争解決制度）
都道府県労働局において、個々の労働者と事業主との間の

労働関係に関する事項のトラブルの未然防止、労使による自
主的な解決を促進することを目的として、
○ 総合労働相談コーナーにおける情報提供・相談
○ 都道府県労働局長による助言・指導
○ 紛争調整委員会によるあっせん

をしています。
詳しくは、都道府県労働局総務部企画室又は総合労働相談

コーナーにお問い合わせください。
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７ 精神的被害の軽減（被害者カウンセリング）

被害にあわれた方やご遺族の方は、被害直後において大きな
精神的打撃を受けることが多く、次のような様々な症状が生じ
る場合があります。
○ 眠れない、食べられない
○ 事件のことが頭から離れない
○ 自分を責めてしまう
このような症状は、発生しても時間の経過とともに次第に回

復していきますが、回復にかかる時間は人それぞれです。
また、被害害にあってから数ヶ月後に発生する場合もあり、

また、数ヶ月間にわたって続く場合もあります。
こういった症状の違いは、必ずしも受けた被害の程度に比例

するものではなく個人差があります。
警察では、被害にあわれた方などの精神的不安をやわらげ、

その負担の軽減を図るために専門のカウンセラーを配置し、専
用の電話相談（ハートフルライン）などでこの様な方々の悩み
事の相談にあたっております。
また、日常生活に支障を感じた時は、医療機関若しくは保健

所、精神保健福祉センターへご相談してください。
さらに、犯罪の被害により児童生徒がこころのケアを必要と

している場合には、スクールカウンセラー等、学校の相談機能
もご活用ください。
そのほかにも電話や面接によるカウンセリングを行う機関が

あります。詳しくは本誌末尾の一覧表を参照してください。
（相談受付日・時間は変更になることもありますので、事前に
電話で確認してください。）
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各種関係機関による被害者支援

１ 県・警察署被害者支援連絡協議会による支援

警察本部及び皆さんが被害の届け出をされた警察署では、各
行政機関や団体等と予めネットワークを構築し、それぞれの機
関が被害にあわれた方に対してどのような支援やサービスをご
提供できるのかを検討したり、その内容を取りまとめて支援体
制を整えております。被害にあわれたことで、お困りになって
いることやご要望があれば、遠慮なくおっしゃってください。
警察だけで解決できないことは、これらネットワークと連携し
ながら解決の方法を考えてまいります。

２ （公社）被害者サポートセンターあいちによる支援

（公社）被害者サポートセンターあいちは、犯罪被害者の支
援を適正かつ確実に行う団体として公安委員会から指定された、
民間の犯罪被害者支援団体で、次のような被害者等の支援を行
っています。

○ 犯罪被害等に関する電話相談
○ 臨床心理士によるカウンセリング（無料）
○ 弁護士による法律相談（無料）
○ 防犯ブザーの貸与
○ 法廷、病院、警察署等への付添い
○ 被害者支援に関する広報・啓発活動

詳しくは、(公社)被害者サポートセンターあいちにお問い合
わせください。

３ 愛知県弁護士会による支援

愛知県弁護士会では、一定の重大な犯罪の被害者の方に対し、
１回かぎり、弁護士が無料で面接して手続などを説明する被害者
支援案内制度があります。
詳しくは、愛知県弁護士会にお問い合わせください。

※ 問い合わせ先 愛知県弁護士会 人権・法制係
電話 052-203-1651（代表）
受付 平日午前９時～午後５時
ホームページ
https://www.aiben.jp/about/katsudou
/hanzaihigai/index.html

４ 日本司法支援センター（愛称「法テラス」）による支援

日本司法支援センターでは、犯罪の被害にあわれた方やご家
族の方等に対して、刑事手続きへの関与やお受けになった損害
・苦痛の回復・軽減を図るための制度に関する情報の提供や、
犯罪被害者支援を行っている団体の活動内容を紹介します。
その他、加害者に対して損害賠償の請求をしたいが、経済的

理由で弁護士を依頼することができない方に対しては、民事法
律扶助による無料法律相談や裁判費用等の立替えを行う制度も
あります。
詳しくは、法テラス犯罪被害者支援ダイヤルまで
電話 0120-079714

https://www.aiben.jp
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５ （公財）愛知県暴力追放運動推進センターによる支援

公益財団法人愛知県暴力追放運動推進センターでは、暴力団
員による犯罪の被害にあわれた方に対して、見舞金の給付や、
加害者である暴力団員を相手方とした、損害賠償請求のための
訴訟費用の無利子貸付を行っています。
また、同センターでは、暴力団員による不当要求に関して、

専門的な知識を有する弁護士等の相談を受け付けています。
※ 問い合わせ先 （公財）愛知県暴力追放運動推進センター

電話 052-883-3110
F A X 052-883-2122

６ 法律相談

法律問題について情報や知識を提供する法律相談が各行政機
関等で開設されており、自治体による無料法律相談や愛知県弁
護士会による法律相談もあります。

※ 詳しくは、相談窓口一覧をご覧ください。

７ 奨学金制度

(1) 公益財団法人犯罪被害救援基金による奨学金給与
人の生命又は身体を害する犯罪行為により不慮の死を遂げ、

又は、重障害を受けた方の子弟のうち、経済的理由により修
学が困難な者に対する奨学金の給与、その他の犯罪被害者に
係る救援事業を行っている公益財団法人による奨学金です。
※ 問い合わせ先 犯罪被害救援基金事務局

電話 03-5226-1020・1021
ホームページ
http://kyuenkikin.or.jp/

(2) 公益社団法人日本財団による奨学金給付（まごころ奨学金）
保護者又は本人が、犯罪に遭遇し、学費の支弁が困難にな

った家庭の子どもで、高校・特別支援学校高等部・大学・大
学院・短大・専修学校・高等専門学校に在学しているか進学
を予定している方を対象とした奨学金です。
※ 問い合わせ先 日本財団コールセンター

電話 03-6229-5111
Eメール magokoro@ps.nippon-foundation.
or.jp
ホームページ https://nf-yoho.com/

８ 愛知県による見舞金等の支援制度

(1) 愛知県犯罪被害者等見舞金
［概要］
犯罪被害者の御遺族、又は重傷病や精神疾患を負われた

犯罪被害者の方に対して、経済的負担の軽減を図るための
見舞金を給付します。
［対象要件等］
犯罪行為が行われた時において、県内に住所を有する犯

罪被害者及び御遺族（ただし、2021年4月1日以降に発生し
た犯罪被害（過失犯除く）に限ります）
［給付額］
①遺族見舞金 60万円
（給付対象者）

http://kyuenkikin.or.
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犯罪行為により亡くなられた犯罪被害者の第１順位遺族
②重傷病見舞金 20万円
（給付対象者）
犯罪行為によって、重傷病（療養の期間が１カ月以上か

つ通算３日以上の入院を要すると医師に診断された）を負
われた犯罪被害者御本人
③精神療養見舞金 ５万円
（給付対象者）
特定の犯罪行為によって、精神疾患（療養の期間が３カ

月以上かつ通算３日以上労務に服することができないと医
師に診断された）を負われた犯罪被害者御本人
（注）特定の犯罪行為とは、殺人未遂、強盗、不同意性

交等、不同意わいせつ、略取誘拐、人身売買（殺人
未遂以外の犯罪についても未遂を含む。）をいいま
す。

［申請期限］
犯罪被害を知った日から１年以内
（ただし、犯罪被害が発生した日から７年を経過したと
きは、申請することができません）

(2) 愛知県犯罪被害遺児支援金
［概要］
犯罪被害者の遺児の方に対して、経済的負担の軽減を図

るための支援金を給付します。
［対象要件等］
毎年、基準日（５月５日）において、県内に住所を有し

ている犯罪被害遺児
［給付額］ ※年１回、いずれも１人あたり
①小学生以下 １万5,000円 ②中学生 ２万円
③高校生 ２万5,000円

［申請期間］
支援金給付年度の５月５日から２月末日まで

(3) 愛知県犯罪被害者等再提訴費用助成金
［概要］
犯罪被害者等が損害賠償請求訴訟を提起し、加害者に対

し損害賠償を命じる確定判決を有しているにも関わらず、
加害者から損害賠償金の支払いを受けることなく消滅時効
が迫っている場合において、消滅時効完成前の再提訴費用
を助成し、犯罪被害者等の経済的負担の軽減を図るための
助成金を交付します。
［対象要件等］
再提訴をした日において県内に住所を有している方（た

だし、2021年4月1日以降の再提訴に限ります）
［助成額］
上限33万円（１つの損害賠償請求につき、１回限り）

［申請期限］
再提訴に係る判決が言い渡された日の翌日から５年以内

(4) 愛知県犯罪被害者等法律相談費用助成制度
［概要］
犯罪被害者やその御遺族が、弁護士に法律相談を行う場

合、無料で相談が受けられる窓口がありますが、内容によ
っては条件を満たさず有料となるケースがあります。その
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ような場合に無料で法律相談を受けていただけるよう、県
がその費用を助成します。
［対象要件等］
①犯罪行為が行われた時において、県内に住所を有する
犯罪被害者
②犯罪被害者が死亡、傷害等の被害により意思表示がで
きない場合に、犯罪行為が行われた時において、県内に
住所を有する親族等
③①の犯罪被害者が法律相談を委任した場合における親
族等（民法上の法定代理人がいる場合は当該法定代理人
を含む）
（ただし、2023年4月1日以降に発生した犯罪被害に限り
ます）

［助成額］
上限60分11,000円（同一の被害につき、１回限り）

(5) 愛知県犯罪被害者等転居費用助成金
［概要］
犯罪被害者やその御遺族が、犯罪被害による住居の損壊、

二次被害や再被害のおそれなどにより、従前の住居に居住
することが困難になったと認められる場合に、転居費用を
助成します。
［対象要件等］
犯罪行為が行われた時において、県内に住所を有する犯

罪被害者又は御遺族のうち、以下のいずれかに該当する方
・犯罪行為による被害により、住居が滅失又は著しく損
壊したために従前の住居に居住することができなくなっ
た方
・犯罪による被害を受けた場所が、住居又はその付近で
あるなど、二次被害の発生、再被害のおそれその他の事
情により、精神的に従前の住居に居住し続けることが精
神的に困難になった方
（ただし、2023年4月1日以降に発生した犯罪被害に限り
ます）

［助成額］
上限20万円（同一の被害につき、１回限り）

［申請期限］
犯罪被害をうけた日から１年以内

※ 問い合わせ先
犯罪被害者等のための総合的対応窓口（愛知県防災安全局
県民安全課）
〒460-8501 名古屋市中区三の丸三丁目1-2
電話 052-954-7545
ホームページ https://www.pref.aichi.jp/sos
hiki/kenmin-anzen/higaisha-shienkin.html
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性犯罪被害にあわれた方へ

ここでは、性犯罪の被害にあわれた方へ、被害後に現れやす
い症状や被害直後に警察が行う捜査手続きについてお知らせし、
今後、被害者にあわれた方が今の自分と向き合えるようにお手
伝いをする説明をしています。

性犯罪の被害にあった方の多くが、被害を避けるために何か
をすべきだった、あるいはできたはずだと思うものです。あな
たも同じように感じているかもしれません。しかし、あなたに
責任があるのでも、あなたが責められるべきものでもありませ
ん。あなたの受けた被害は、加害者の不当な暴力によるものな
のです。例えあなたが何をしたとしても、またしなかったとし
ても、あなたが選択した行動は正しかったのです。

あなた自身に、今後現れるかもしれない症状として

○ 眠れない、食べられない
○ 怖い夢を見る
○ 事件のことが頭から離れない
○ 不安でたまらない、怖くてたまらない
○ ずっと緊張していたり、いらいらしたりする
○ ちょっとした物音や、ある一定の状況や光景にビクッと
する

○ ボーッとしていたりする
○ 事件のことが突然よみがえる
○ 何もできない
○ 感情がわかない
○ 人が信じられない

などがありますが、症状の種類や時期的なものは人それぞれで
す。

生命が脅かされるような大変な被害にあった人には、「誰で
もおこりうること。」「自分だけではない。」ということを知
っておいてください。
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◎ 性犯罪被害の捜査手続について

１ 被害の届出
警察へ被害内容の届出をします。

２ 病院での診察等
性犯罪被害によって負傷したり、妊娠や性感染症のおそれ

があります。
早急に医療機関での受診が必要となりますが、被害から一

定期間内で警察官が同行して病院を受診た場合、その際の受
診費用の全部又は一部を公費で負担できる制度があります。
また、受診した際、あなたの身体に犯人に繋がる証拠が残

っている可能性があるため、医師に依頼して資料採取しても
らうこともあります。

３ 事情聴取等
担当の警察官が、犯人の特徴や被害の状況等について詳細

に聴取し、供述調書を作成します。
あなたにとって、思い出したくないことであることは十分に
承知していますが、早期に詳しく聴取することで、犯人を特
定するためのヒントになるため、協力をお願いします。
また、被害に遭った場所を案内してもらうことや、被害に

遭った時の状況を、人形を使用して説明してもらうこともあ
ります。
あなたの気持ちや体調に合わせて捜査手続も行っていきます。
つらい時や不安な時は、担当の警察官に相談してください。

◎ 性犯罪被害に関する相談電話

愛知県警察本部捜査第一課内に、性犯罪被害に関する相談
電話があります。
原則、女性警察官が対応していますので、

性犯罪の被害に遭ったかもしれない
どこに相談すればいいか分からない

等について、遠慮なく相談してください。

性犯罪被害110番

フリーダイヤル ０１２０－６７－７８３０
又は ♯８１０３（ハートさん）

２４時間対応

ハートフルステーション・あいち

０５７０－０６４－８１０
ま も る よ ハ ー ト

月～土（祝祭日を除く） 午前９時～午後８時
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少年犯罪によって
被害にあわれた方・ご家族の方へ

少年犯罪は、これまで少年法によりその審判が非公開とされ

てきましたが、犯罪被害者支援の高まりにより法律の整備が進

められ、殺人等特定の罪種については、一定の条件の下、被害

者等の方でも少年審判の傍聴が認められるようになりました。

その他にもいくつかの改善がみられましたが、被害者等の方

は、直接十分な情報を得ることができないため、大きな不安を

抱かれることと思います。

ここでは、そのような方々に、

○ 少年事件に関する情報はどこでどの程度のことを教えて

もらえるのか

○ 少年事件に対する捜査や審判（裁判）は、どのように進

み、少年はどのような手続でどのような処分を受けるのか

といったことについてお知らせをしています。
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少年事件手続の流れ（１８歳以上の少年を「特定少年」という。）

事 件 発 生

警 察
犯人である少年が判明した

ら、逮捕して取り調べたり、
逮捕しないまま任意で捜査し
たりします。

特定少年が犯罪を犯した
場合は、法定刑の軽重によ 検察庁
らず検察庁に事件を送りま 検察官が必要な捜査を
す。 した後、少年をどのよう

な処分にするのがよいの
１４歳以上１８歳未満の かの意見を付けて、事件
少年で、法定刑が懲役・禁 を家庭裁判所に送りま
固等の比較的重い犯罪を犯 す。
した場合は検察庁に事件を
送ります。

１４歳以上１８歳未満の
少年で、法定刑が罰金以下
の犯罪を犯した場合は、直 児童相談所
接、家庭裁判所に事件を送
ります。 ほとんどの場

合、児童福祉法
１４歳未満の少年は罰せ 上の措置をとっ

られることはありません。 て事件を終わら
少年の行為や環境等に応じ せます。
児童相談所に送致（通告）
することがあります。

一部、家庭裁
判所での審判や
保護処分が必要
であると判断し
た場合は、事件
を家庭裁判所に
送ります。

● 被害者連絡制度に基づき警察が被害を受けた方等に連絡できること

① 少年が１４歳未満の場合
○ 児童相談所への通告を行ったこと等の措置
○ 少年の保護者の住所・氏名

② 少年が１４歳以上の場合
○ 少年の住所・氏名（ただし、知らせることによって、少年の健全育
成を害するおそれがある場合は保護者の住所・氏名）

○ 釈放したときや勾留されなかったときは、その旨
○ 事件の送り先である家庭裁判所や検察庁の名称・場所

児
童
自
立
支
援
施
設
へ
の

入
所
や
里
親
へ
の
委
託
等
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不処分
審判の過程において、少

家庭裁判所 年が非行を克服し、保護処 ● 少年院が被害
送られてきた事件につい 分の必要がないと認められ 者等の方に連絡

て、審判（大人の事件でい た場合は不処分とし、保護 できること
う裁判）を開始するかどう に処さない旨の決定をしま
かを決定します。 す。 ① 少年院の入所

年月日・名称・
保護処分（刑事処分や 所在地

児童相談所へ送る処分以 保護処分 ② 在院中の教育
外の処分）が必要である 審 ● 保護観察 状況等
と認められる場合は、審 保護観察官や保護司 ③ 出院年月日・
判手続を開始します。 判 が補導援護を行いま 出院事由

す。
これまでの手続の過程 ● 地方更生保護

で、少年が十分改心し、 ● 児童自立支援施設・ 委員会が被害者
もはや審判廷に呼び出す 児童養護施設送致 等の方に連絡で
必要がないと判断された 施設に入所させ、生 きること
場合は、審判手続を開始 活指導を行います。
せず、終了します。 仮退院審理の開
＝審判不開始 ● 少年院送致 始年月日、同審理

強制力によって少年 の結果等
少年が凶悪な犯罪を犯 を施設内に拘束し、矯

した場合等、刑事処分に 正教育を与えます。 ● 保護観察所が
するべきであると認めら 被害者等の方に
れる場合には、事件を検 連絡できること
察庁に送り返します。 検察庁
＝逆送事件 裁判所に公訴を提起しま 保護観察の開始

す。ただし、この逆送事件 ・終了年月日及び
の場合は原則として起訴さ 特別遵守事項

● 裁判所に申し出ることによって れます。
被害者等の方ができること

不 起 訴 起 訴
① 事件記録を見たり、コピーをす
ること

② 裁判官等に対して意見を述べる
こと

③ 少年に対する処分結果等の通知
を受けること 裁判所

④ 殺人、傷害事件の被害者等の方 通常の大人の事件と同様
は、少年事件の傍聴を認められる に、刑罰を科すかどうかの

⑤ 審判の状況について説明を受け 決定をします。
ること

● 検察庁が被害者等の方に連絡できること

① 起訴したか不起訴にしたかなどの事件の処分結果
② 裁判を行う裁判所と裁判が行われる日
③ 裁判の結果（裁判の主文及び裁判が確定したのか、上訴されるのか。）
④ 懲役、禁錮等の刑の執行終了予定時期
⑤ 刑務所等における処遇状況に関する事項
⑥ 仮釈放等による釈放の事実と釈放年月日等
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Ｑ＆Ａ

Ｑ 少年事件によって被害を受けた場合、どのような内容を連

絡してくれるのですか？

Ａ 被害者連絡制度に基づき、事件を担当している捜査員等が、

○ 少年の住所・氏名（ただし、連絡することによって少

年の健全育成を害するおそれがあると認められる場合は、

保護者の住所・氏名）

○ 少年を警察で釈放した場合や勾留されなかった場合は

その旨

○ 事件をどこの家庭裁判所あるいは検察庁に送ったのか

ということを連絡します。

Ｑ １４歳未満の少年は罰することができないそうですが、そ

のような少年についても連絡してくれるのですか？

Ａ 被害者連絡制度に基づき、１４歳未満の少年については、

送致し、若しくは通告し、又は警察における補導の措置を行

ったときは、事後速やかにその旨及び少年の保護者の氏名等

を連絡します。

Ｑ 勤務先や学校にも連絡がいくのですか？

Ａ 被害者が少年の場合には、原則として保護者に連絡します。

なお、ここにいう「保護者」には、両親のほかに、法律上

の保護者（例えば、親権者、後見人等）、事実上の保護者

（例えば、住込み就労中の雇主、寮・寄宿舎責任者等）が含

まれますが、一般的に勤務先の上司や学校の先生は、ここに

いう保護者には当たらず、その対象とはなりません。

Ｑ 少年は、逮捕された後、どうなるのですか？

Ａ 警察では、少年を逮捕した後、身柄を留置して取調べる必

要があると判断した場合、逮捕後４８時間以内に検察庁へ送

致します。

その後、検察庁では、引き続き留置して捜査する必要があ

ると判断したときは、裁判所に「勾留に代わる観護の措置」

（少年鑑別所へ身柄を収容します。）又は勾留（留置場等に

身柄を収容します。）を請求します。いずれの請求も、警察

から事件の送致を受けてから２４時間以内に行います。

勾留の期間は、一部の罪を犯した場合を除いて、最大２０

日間です。勾留に代わる観護の措置は、最大１０日間です。

家庭裁判所では、検察庁から送致された少年について、審

判を行う必要があるときは、決定で、観護の措置をとること

ができます。
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観護の措置の期間は、通常概ね４週間ですが、観護措置の

継続の必要性、審判への影響等を理由として、最大８週間ま

で収容できます。

その後、家庭裁判所の審判を受けることになります。

Ｑ 少年がどのような処分を受けたのか、また、収容された施

設からいつ出てくるか等は教えてくれますか？

Ａ これらは、警察以外の機関が保有する情報ですが、一般的

には次のようになっています。

１ 家庭裁判所における審判結果等の通知

家庭裁判所では、審判を受けた少年に関して、

・ 少年及びその法定代理人（親権者等）の氏名及び

住居

・ 決定の年月日、主文、理由の要旨

といった内容を通知しています。

詳しくは、家庭裁判所にお尋ねください。

２ 検察庁の「被害者等通知制度」

検察庁でもできる限り事件の処分結果などに関する情報

を提供しており、事件の性質等から通知をしない方がよい

と検察官が判断した場合を除いて、

・ 起訴、不起訴、略式命令、家庭裁判所送致等の事

件の処分結果

・ どこの裁判所で、いつ裁判が行われるか

・ 裁判の結果（年月日、主文）、裁判が確定したの

かどうか

・ 被疑者、被告人が釈放されたのかどうか。

といった内容を通知しています。

詳しくは、検察庁にお尋ねください。
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３ 少年院等が被害者等の方へ連絡できること

この他にも、少年院、地方更生保護委員会又は保護観察

所から、被害者等の方に対し、希望に応じて、保護処分を

受けた加害者の少年審判後の通知を行っています。

通知を受けることができる事項のうち、

・ 少年院の入所年月日、少年院の名称・所在地

・ 在院中の教育状況等

・ 出院年月日、出院事由等

については、お近くの少年院に

・ 仮退院審理の開始年月日、同審理の結果等

については、お住まいの都道府県にある更生保護委員会に

・ 保護観察の開始・終了年月日等

については、お住まいの都道府県にある保護観察所にお問

い合わせすることができます。

詳しくは名古屋地方検察庁へお問い合わせください。

Ｑ 犯罪を犯した少年に関する記録を閲覧したりすることはで

きますか？

Ａ 一定の条件の下に、家庭裁判所において少年の記録を閲覧

したり、複写したりすること及び家庭裁判所に対して被害に

関する心情その他の事件に関する意見の陳述の申出をするこ

とができるようになりました。

詳しくは、家庭裁判所にお尋ねください。
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お子様が被害に遭われたご家族へのお願い

１ お子様は被害者
犯罪被害に遭われたお子様は、悪いことをしたわけではあり

ません。
ご家族の方もお辛いと思いますが、お子様の前で泣いたり、

落胆することや、お子様を叱責することのないよう、暖かく見
守ってください。

２ 被害内容の会話について
お子様の記憶は繊細です。
周りからの何気ない言葉がけで、時にお子様の記憶が事実と

異なる方向に導かれることがあります。
そのため、この被害に関して、ご家族や関係者の方々がお子

様に話を聞いたり、お子様に聞こえる場所で被害の会話や電話
をするのはお控えください。
もし、お子様自身が被害について何かお話しすることがあれ

ば、お子様の言葉を遮ることなく聞いてあげてください。
その後、お子様が話した内容を日時とともにメモしていただ

き、担当警察官にお伝えください。

３ 事情聴取の負担軽減措置
(1) 児童面接

１８歳未満のお子様が犯罪被害に遭われた場合、事情聴取
による精神的な負担を緩和するため警察、検察庁、児童相談
所と協力してビデオで様子を撮影しながら事情聴取（児童面
接）を行うことがあります。
このビデオの記録は、今後の裁判などで非常に大切なもの

となります。
なお、捜査・公判や児童相談所の支援目的以外には使われ

ることはありません。
(2) 児童面接のご連絡

児童面接を行うこととなった場合には、担当警察官等から
ご家族の方に連絡します。
児童面接の日程につきましては、お子様の体調やご都合を

考慮しますので、担当警察官等にお伝えください。
(3) 児童面接当日の準備

児童面接では、お子様が覚えていることをありのままに話
してもらうことが大切になります。
そのため、事前に保護者・関係者の方が事件について思い

出せるように練習していただく必要はありません。
当日、お子様にはリラックスして児童面接を受けていただ

けるように「この前、〇〇ちゃんが話してくれたことを聞い
てくれるからね」と声掛けしてください。
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被害少年に関する相談窓口

名 称 電話番号・Ｅメール 相談種別・開設時間等
愛知県警察本部 フリーダイヤル 犯罪等の被害に関する少年又は

生活安全部少年課 ０１２０－ 保護者からの相談

被害少年相談電話 ７８６７７０ 月～金曜日（祝日、年末年始

(なやむな を除く）

少年サポート なやみゼロ) 午前９時～午後５時

センター名古屋 上記時間以外は、留守番電話又

（フリーダイヤル接続先） はＦＡＸで受付。

少年サポート ０５２

センター名古屋 ７６４－１６１３

少年サポート ０５６８

センター春日井 ５６－７９１０

少年サポート ０５８６

センター一宮 ２３－６６３６ 月～金曜日（祝日、年末年始

を除く）

少年サポート ０５６９ 午前９時～午後５時

センター半田 ２３－２６１０

少年サポート ０５６４

センター岡崎 ５１－４８７１

少年サポート ０５３２

センター豊橋 ４５－３６００

ヤングテレホン ０５２ 少年の悩みごと困りごとの相談

７６４－１６１１ 電話相談

Ｅメールでの相談も 月～金曜日（祝日、年末年

受け付けています。 始を除く）

愛知県警察ホームペ 午前９時～午後５時

ージからご利用くだ メール相談

さい。 ２４時間開設

（執務時間外に送信されたメ

ールは、翌朝執務日以降の受

付となります）

子供の性被害１１０番 Ｅメール相談窓口 子供の性被害に関する相談

愛知県警察ホームペ ２４時間開設

ージからご利用くだ （執務時間外に送信されたメー

さい ルは、翌朝執務日以降の受付と

なります）

各警察署少年係でも相談を受け付けています。



- 28 -

カウンセリング等の窓口
１ 警察（女性相談員によるカウンセリング）

名称・所在地 電 話 番 号 相談種別・開設時間等

愛知県警察本部警務部 犯罪被害者のためのこころの悩

住民サービス課 ０５２ み電話相談

犯罪被害者支援室 ９５４－８８９７ 月～金曜日（祝日、年末年始を除く）

ハートフルライン （はやくなくそう 午前９時～午後５時

こころのきず）

名古屋市中区

三の丸二丁目１－１

２ 愛知県
名称・所在地 電 話 番 号 相談種別・開設時間等

愛知県 ０５２ 面接相談（予約受付）

精神保健福祉センター ９６２－５３７７ 月～金曜日（祝日、年末年始を除く）

午前９時～午後０時

名古屋市中区 午後1時～午後４時３０分

三の丸三丁目２－１

愛知県東大手庁舎８階

あいちこころほっとライン３６５ ０５２ 電話相談

９５１－２８８１ 午前９時～午後８時３０分

３ 名古屋市
名称・所在地 電 話 番 号 相談種別・開設時間等

名古屋市 予約制の面接相談（思春期精神

精神保健福祉センター ０５２ 保健相談、自死遺族相談、依存

（ここらぼ） ４８３－２０９５ 症相談）

名古屋市中村区 名古屋市内にお住まいの方

名楽町4-7-18 月～金曜日（祝日、年末年始を除く）

午前８時４５分～午後５時１５分

こころの健康電話（電話相談のみ）

０５２ 名古屋市内にお住まいの方

４８３－２２１５ 月～金曜日（祝日、年末年始を除く）

午後０時４５分～午後４時４５分

４ 民間団体
名称・所在地 電 話 番 号 相談種別・開設時間等

公益社団法人 電話相談

被害者サポートセンター 月～金曜日（祝日、年末年始を除く）

あいち（あいぽーと） ０５２ 午前１０時～午後４時

２３２－７８３０ 法律相談

又は （弁護士による電話相談、無料）

（ホームページ） ０５７０ 第２・第４水曜日

http://www.higai7830.o ７８３－５５４ 午後１時～午後４時

r.jp （ナビダイヤル） （祝日、年末年始を除く）

面接相談

（臨床心理士による無料カウンセリング）

予約制

ナビダイヤル

午前７時３０分～午後10時
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愛知県臨床心理士会

（ホームページ）

http://www.asccp.jp
ホームページからお問合せください

５ 女性のための相談・カウンセリング機関
名称・所在地 電 話 番 号 相談種別・開設時間等

愛知県 ０５２ 女性の悩みごと電話相談

女性相談支援センター ９６２－２５２７ 月～金曜日（祝日、年末年始、

２・８・11月の第３月曜日を除く）

名古屋市東区 午前９時～午後９時

上竪杉町１ 面接相談を希望す 土・日曜日

る場合は、電話相 午前９時～午後４時

ウィルあいち（愛知県女 談の後に予約して 面接相談（予約制）

性総合センター）1階 ください。 火～日曜日(祝日、年末年始を除く)

午前９時～午後５時

（水曜日は午後８時３０分まで）

女性弁護士による法律面接相談

（予約制）

月曜日（祝日、年末年始、第

３月曜日を除く）

午後２時～午後４時

０５２ 弁護士によるＤＶ専門電話相談

９６２－２５２８ 月曜日(祝日、年末年始、２

・８・11月の第３月曜日を除く)

午後２時～午後３時３０分

（第１、３、５月曜日は女性弁

護士が対応）

６ 男性のためのＤＶ被害者相談
名称・所在地 電 話 番 号 相談種別・開設時間等

愛知県男性ＤＶ被害者 ０８０ 愛知県男性ＤＶ電話相談

ホットライン １５５５－３０５５ 土曜日（祝日、年末年始、第５

土曜日を除く）

午前１時～午後４時
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その他の相談窓口
１ 警察の相談窓口
被害者の方に対する援助・救済については、警察においても相談に応じております。

名称・所在地 電 話 番 号 相談種別・開設時間等

愛知県警察本部警務部 ０５２ 各種警察安全相談

住民サービス課 ９５３－９１１０ 月～金曜日（祝日、年末年始

相談係 短縮ダイヤル を除く）

名古屋市中区 ＃９１１０ 午前９時～午後５時

三の丸二丁目１－１ （プッシュホン） 各警察署住民コーナーでも相談

を受け付けています。

各警察署警務課

住民サービス係又は 犯罪被害給付制度に関する相談

警察本部犯罪被害者

支援室

愛知県警察本部 ストーカーからの被害に関する

生活安全部 ０５２ 相談

人身安全対策課 ９６１－０８８８ ２４時間開設

ストーカー１１０番

愛知県警察本部地域部 ０５２ 列車内の痴漢被害に関する相談

鉄道警察隊 ５６１－０１８４ ２４時間開設

ふれあいコール

愛知県警察本部刑事部 フリーダイヤル 性犯罪被害に関する相談

捜査第一課 ０１２０－ ２４時間開設

性犯罪被害110番 ６７７８３０

又は ♯８１０３

（全国共通）

愛知県警察本部刑事部 暴力団に関する相談

捜査第四課 ０５２ ２４時間開設

暴力団対策室 ９５１－７７００ 各警察署暴力係でも相談を受け

暴力団に関する相談 付けています。

２ 検察庁の相談窓口

名称・所在地 電 話 番 号 相談種別・開設時間等

名古屋地方検察庁 被害者の方からの被害相談や事

被害者ホットライン 件に関する照会等の各種問い合

０５２ わせ

名古屋市中区 ９５１－４５３８ 月～金曜日（祝日、年末年始

三の丸四丁目３－１ を除く）

午前９時～午後５時

時間外でも伝言やＦＡＸによ

る利用が可能
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３ 愛知県の相談窓口
名称・所在地 電 話 番 号 相談種別・開設時間等

犯罪被害者等のための 犯罪被害者等支援に関する

総合的対応窓口 ０５２ 施策の情報提供・橋渡し

名古屋市中区 ９５４－７５４５ 月～金曜日（祝日、年末

三の丸三丁目１－２ 年始を除く）

愛知県本庁舎１階 午前９時～

防災安全局県民安全課 午後５時１５分

愛知県 県民相談・情報センター 〇県政相談

名古屋市中区 ０５２ 月～金曜日（祝日、年末

三の丸二丁目３－２ ９６２－５１００ 年始を除く）

愛知県自治センター１階 午前９時～

午後５時１５分

〇法律相談（面接・予約制）

月曜日（祝日、年末年始

を除く）

午後２時～午後３時

西三河県民相談室 〇県政相談

０５６４ 月～金曜日（祝日、年末

岡崎市明大寺本町１－４ ２７－０８００ 年始を除く）

西三河総合庁舎１階 午前９時～

午後５時１５分

〇法律相談（面接・予約制）

第２水曜日（祝日、年末

年始を除く）

午後２時～午後３時

東三河県民相談室 〇県政相談

０５３２ 月～金曜日（祝日、年末

豊橋市八町通５－４ ５２－７３３７ 年始を除く）

東三河県庁（東三河総合庁舎） 午前９時～

１階 午後５時１５分

〇法律相談（面接・予約制）

第４木曜日（祝日、年末

年始を除く）

午後２時～午後３時
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４ 名古屋市の相談窓口（委託相談を含む）
名称・所在地 電 話 番 号 相談種別・開設時間等

名古屋市犯罪被害者等総合支援窓口 犯罪被害者等支援に関する施策

０５２ の情報提供・案内

９７２－３０４２ 月～金曜日

（祝休日、年末年始を除く）

午前８時４５分～午後５時３０分

市民相談室 市政相談

月～金曜日（祝休日、年末年

名古屋市中区 始を除く）

三の丸三丁目１－１ 午前８時４５分～午後５時

名古屋市役所西庁舎１階 法律相談

０５２ （弁護士による予約制の面接相談）

９７２－３１６０ 月～金曜日（祝休日、年末年

始を除く）

午後１時～午後４時

市内在住又は在勤(学)者対象

相談希望日の1週間前からウェブ

または電話で

予約受付

※ウェブ予約

受付ＱＲ

コード

※予約電話

名古屋おしえてダイヤル

０５２－９５３－７５８４

午前８時～午後９時

区役所 市政区政相談

千種 千種区星が丘山手103 052-753-1821 （各区役所地域力推進課）

東 東区筒井一丁目7-74 052-934-1121 月～金曜日（祝休日、年末年

北 北区清水四丁目17-1 052-917-6432 始を除く）

午前８時４５分～午後５時１５分

西 西区花の木二丁目18-1 052-523-4523 法律相談（弁護士による予約制

中村 中村区松原町1-23-1 052-433-2741 の面接相談）

中 中区栄四丁目1-8 052-265-2223 （各区役所地域力推進課）

昭和 昭和区阿由知通3-19 052-735-3824 各区月２回 午後１時～午後４時

瑞穂 瑞穂区瑞穂通3-32 052-852-9302 市内在住又は在勤(学)者対象

熱田 熱田区神宮三丁目1-15 052-683-9421 相談希望日の1週間前からウェブ

中川 中川区高畑一丁目223 052-363-4319 または電話で予

港 港区港明一丁目12-20 052-654-9621 約受付

南 南区前浜通3-10 052-823-9323 ※ウェブ予約

守山 守山区小幡一丁目3-1 052-796-4521 受付ＱＲ

緑 緑区青山二丁目15 052-625-3872 コード

名東 名東区上社二丁目50 052-778-3021 ※予約電話

天白 天白区島田二丁目201 052-807-3821 名古屋おしえてダイヤル

０５２－９５３－７５８４

午前８時～午後９時
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５ 名古屋市以外の市町村の相談窓口
犯罪被害者等からの相談・問い合わせに対応して、関係部局や関係機関

・団体に関する情報提供・橋渡しを行うなど、総合的な対応を行う「犯罪

被害者等のための総合的対応窓口」が全ての市町村に設置されています。

お住いの市町村の総合的対応窓口の連絡先は、以下の警察庁のＨＰからご確認ください。

警察庁ホームページ https://www.npa.go.jp/hanzaihigai/local/madoguchi_list.html

６ 日本司法支援センターの相談窓口
名称・所在地 電 話 番 号 相談種別・開設時間等

日本司法支援センター 犯罪被害者 犯罪被害者支援団体等に関する

（法テラス） 支援ダイヤル 情報、刑事手続きや制度の紹介、

※ 愛知地方事務所 ０１２０－０７９ 犯罪被害者支援の経験や理解の

名古屋市中区栄4-1-8 ７１４ ある弁護士の紹介

栄サンシティービル１５階 ・専用ダイヤルでの情報提供

IP電話からは 平日 午前９時～午後９時

(ホームページ) ０３ 土曜日 午前９時～午後５時

https://www.houterasu.or.jp ６７４５-５６０１ ・愛知地方事務所での情報提供

平日 午前９時～午後５時

７ 愛知県弁護士会の法律相談
名称・所在地 電 話 番 号 相談種別・開設時間等

０５２ 一般法律相談（面接相談）

５６５－６１１０ 全日（土日祝日を含む）

午前９時２０分～午後４時２５分

愛知県弁護士会 （土曜日は午後２時まで）

名古屋法律相談センター ０５２ 犯罪被害者相談（電話相談・無料）

５７１－５１００ 金曜日（祝日・年末年始を除く）

名古屋市中村区名駅 午後１時～午後４時

三丁目２２－８ ０５２ 女性に対する暴力相談（電話相談・

大東海ビル４階 ５７１－３１１０ 無料）

木曜日（祝日・年末年始を除く）

（ホームページ） 午後２時～午後４時

http://www.aiben.jp 相談内容に応じて上 弁護士との面接相談

記のいずれかの番号 （予約制・有料）

へ電話して予約して 相談内容により曜日・時間など

ください。 が異なるので、予約時に確認し

てください。

８ 名古屋家庭裁判所の家事手続案内
名称・所在地 電 話 番 号 相談種別・開設時間等

名古屋家庭裁判所 家事手続案内の詳細はこちらから

０５２

名古屋市中区 ２２３－２８３０

三の丸一丁目７－１ （家事受付センタ－）

https://www.npa.go.jp/hanzaihigai/local/madoguchi_list.html
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９ 保護観察所の相談窓口
名称・所在地 電 話 番 号 相談種別・開設時間等

名古屋保護観察所

０５２ 犯罪被害者に対する各種相談

名古屋市中区 ９６１－０２４９ 月～金曜日（祝日、年末年始を除

三の丸四丁目３－１ （被害者専用） く）

名古屋法務合同庁舎 午前９時～午後５時
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各種支援窓口情報検索サイト

名称・ＵＲＬ ＱＲコード 内容

愛知県犯罪被害者支援 被害に遭われた方のため、県内の支援

総合サイト 施策や支援機関・団体などに関する情

https://www.shien-aic 報を一元化して案内します。

hi.jp


